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研究成果の概要（和文）： 

 

開発途上国の教育投資に関する既存研究では、農村における局地的な教育の収益を、農村家計
にとっての主たる投資誘因と想定しているが、この研究は、ベトナムの Household Living 
Standard Survey, 1993-2007 を使った実証分析により、都市部門における教育の収益が、農村
家計の教育投資の決定において重要な要因となっていることを示した。また、推定結果から、
義務教育段階に課されている教育の直接費用を政策的低減は、教育の水準分布の改善と都市労
働市場の教育の収益へのアクセスを通じて、所得分布を改善するであろうとの示唆を得た。 
 

研究成果の概要（英文）： 

 

While the empirical literature on the schooling investment of households in developing 

countries assumes local returns to schooling as relevant investment incentives for rural 

households, this study, using micro data from Vietnamese households during the periods 

from 1993 to 2007, showed the returns in the urban wage sector is important determinant 

for rural households in making schooling investments. The results also suggests lowering 

the direct costs incurred on the compulsory schooling will improve the income distribution 

through an improvement in the level distribution of educational attainment and access to 

urban returns to schooling.  
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１．研究開始当初の背景 

 

開発途上国の労働市場における賃金格差の

要因は、教育水準の格差よりも、学校教育や
技能への収益の変化であることが認識され
ている（Kijima 2006, Nguyen et. al. 2006）。

機関番号：17501 

研究種目：研究活動スタート支援 

研究期間：2010～2011 

課題番号：22830055 

研究課題名（和文）義務教育の学費、教育投資と所得配分：ベトナムの家計データによる実証

分析              

研究課題名（英文）Compulsory schooling fee, schooling investments and income 

distribution: evidence from Vietnamese households 

研究代表者 

木村 雄一（KIMURA YUICHI） 

大分大学・経済学部・准教授 

 研究者番号：80419275 

 

 



とくに低所得層では、資金制約のため教育投
資がしばしば過少になることが知られてい
るが（Sawada and Lokshin 2007）、多くの
開発途上国では政府の財源不足から教育費
が初等・中等の義務教育の段階から有料とな
っている。本研究が対象とするベトナムでは、
義務教育の学費が、月額 30USD から 70USD

が、受講料その他の名目で受益者から徴収さ
れる。 

教育・技能への報酬の上昇は家計の教育投
資増加を動機づけるが、資金制約や地域的要
因によって就学の格差が広がれば、上昇した
収益は所得格差をより大きく顕在化させる
だろう。逆に教育へのアクセスが地域間・所
得階層間で均等に開かれていれば、収益の上
昇が所得分配の改善に寄与する可能性もあ
る。本研究は、教育の費用、労働市場におけ
る教育の収益という二つの要因に焦点を置
き、それらが家計の教育投資、就学後の就労
部門選択を通じて所得分配に与える影響を
実証的に明らかにしようとするものである。 

農村家計の出身者にとって、教育の収益を
回収する最も重要な機会は、就学後に他地域
で就業すること、特に都市賃金雇用部門や農
村非農業部門に参入し労働経験を経ること
によって発生する。ここで、参入可能な就業
部門は教育水準によってある程度決定付け
られる。東アジアの開発途上国においては、
都市労働市場の近代的部門で就業機会を得
るためには、典型的には高校から職業訓練校
程度の学校教育を修了していることが事実
上の条件となっている。 

  本研究は、農業の技術変化と教育の収益の
上昇と家計の教育投資に関する二つの研究
に 最 も 大 き く 関 連 し て い る 。
Rosenzweig(1996) は、1970 年代インド緑の
革命に伴う農業の技術変化によって教育の
収益が上昇した局面において、初等教育が技
術変化に対する対応力を高めることから教
育の収益が上昇し初等教育が技術変化に対
する対応力を高めることから教育の収益が
上昇した局面を扱って、それが就学率上昇の
誘因を生んだことを実証分析で示している。
Yamauchi(2007) は同じデータに基づき、家
計が教育の収益をどのように認識するかと
いう問題をより明示的に検証している。 

  開発途上国家計の教育投資に関する既存
文献は、主として農業の技術革新と新技術の
導入の文脈における教育の収益に焦点をあ
てた研究が多いが、これらの研究では、農村
における局地的な教育の収益を、農村家計に
とっての主たる投資誘因と想定しているが、
現実的には修学後の都市への移動と賃金部
門での雇用は、農村家計にとって貧困脱出の
重要な経路であり、都市における経済発展、
都市労働市場の教育の収益上昇は、農村家計

の教育投資の重要な誘因となっているはず
である。 

実際、近年の実証研究から、低所得層の所
得上昇に対して最も重要な影響を持つのは
農村非農業部門や都市部門の雇用であり
(Lanjouw and Lanjouw 1995, Sonobe and 

Otsuka 2010)、緑の革命に代表される農業の
技術革新も、農村の雇用創出と貧困削減には
それほど大きな効果を持たないことが知ら
れるようになった。（Otsuka, Estudillo and 

Sawada 2008）。 

  つまり、低所得の農村家計にとって、子供
への教育投資と就学後の他部門への参入は、
都市を中心とした経済発展の恩恵にアクセ
スし、貧困から脱出するための主要な経路で
ある。一方、低所得国においては政府の財源
不足から学校教育の費用が義務教育の段階
から受益者負担となっていることがある。経
済発展に伴って教育・技能への報酬が急速に
上昇している状況では、教育費の家計負担は、
教育投資の資金制約・教育水準の格差拡大を
通じて所得格差の拡大に結びつきやすい。 

教育投資が経済全体の所得分配に与える
影響をという文脈において教育投資を評価
するためには、上に述べた教育水準と修学後
の就労部門選択とのリンケージ踏まえた上
で、教育水準の地域間・所得階層間分布が賃
金分布に与える影響を分析することが決定
的に重要ある。しかし教育政策の分配効果を
そのような文脈で扱った取り扱った実証研
究は、インド農村家計による教育投資につい
ての Kocher (2005)を例外としてほとんどな
い。 

 
２．研究の目的 

 

上のような背景から、1)農村家計が子供へ
の教育投資水準を決定するにあたって、都市
部門における教育の収益が決定要因として
説明力を持つか、2)教育投資が、就業選択を
通じて、 都市部門への参入可能性（教育の
収益へのアクセス）を改善するか、を実証的
に確認することが、第一の目的である。 

加えて、教育の収益とともに、教育投資の
直接的費用である教育費用は、教育投資の決
定要因だが、政策的に費用低減が行われれば、
それは修学と就業選択を通じて、所得分配に
影響を及ぼすと思われる。この教育の費用と
所得分配の関係についても、教育投資と就業
選択・所得についての推定結果を用いて簡単
にシミュレーションを行う。 
 



３．研究の方法 

 
  教育投資から労働市場選択、労働市場にお
ける賃金稼得というリンケージを取扱うた
めには、労働者の出身家計と移動･就業先の
観察値を繋ぐトラッキング情報が必要であ
る。World Bank Living Standard Project の
一部としてベトナム統計局(General 
Statistical Office, Viet Nam)が 2 年から 3
年おきに実施している家計調査、Vietnam 
Living Standard Survey (VLSS)は、そのよ
うなトラッキングによって出身家計と労働
移動後の家計の組合せをサンプリングした
稀有な情報を提供している。これまで 1993
年、1998年、2002年、2004年、2006年、2008
年 のサーベイが公開されており、ベトナム
全国からサンプリングされた 5000から 9000
家計の観察数を持つ。 

  実証分析は、まず(1)教育投資の説明要因
である教育投資の期待収益を推定し、収益と
費用によって教育投資を説明する就学選択
関数を推定する。続いて(2)教育水準によっ
て就業地域・部門の選択を説明する関数を推
定する。(3)教育水準と就業部門選択の影響
を考慮しながら賃金関数を推定し、最後に、
これらの推定結果に基づいて、政策による教
育費用の家計負担低下が教育投資と就業部
門選択への影響を通じて所得分配にどのよ
うに影響するかについてシミュレーション
による政策評価を行う。 

[修学選択関数] 

修学選択関数は所得や立地地域をはじめと
する家計属性に加えて、その地域における教
育の収益と教育の費用を説明変数とする。こ
の教育の収益の推定は Rosenzweig (1995), 
Yamauchi (2007)と同様にグループデータに
よって行う。ここで、経済全体の発展に伴っ
て教育の収益が上昇していくとき、家計がそ
の変化をどのようにして認識するに至るか
という問題がある。収益に関する情報の伝わ
り方は、Rosenzweig や Yamauchi が指摘する
ように 局地的な生産技術に関する条件や、
子供が就学年齢にあたる時点において家計
が目にする勤労世代(レファレンス・グルー
プ)の特性によって異なる。ここでは、家計
は教育の収益を、その出身地域(出身村もし
くは郡)で、出身地や他地域で就労している
労働者の賃金から、教育の収益を、労働市場
ごとの就労確率で加重平均することによっ
て推論するものと想定する。推定された教育
の収益を、修学選択関数の推定に使用する。 

  出身地での就労者に加えて都市部や他地
域へ移動した労働者をもサンプルに含める
には出身家計と移動者を結びつけるトラッ
キング情報が必要となる。VLSSは、そのよう

な情報が得られる数少ないデータセットの
ひとつである。この時期のベトナムが急速な
所得上昇の存在が教育の収益上昇の識別を
可能にすることに加えて、労働移動のトラッ
キング情報が利用可能であることは、本研究
でベトナムを扱う最大の理由となっている。 

  家計が直面する教育の費用は、義務教育に
ついては出身家計から通学できる範囲内の
学校の学費が、かなりの程度外生的に決定さ
れる。学費は都市部では概して高く 30USD か
ら最高で 70USD 程であり、農村ではそれより
幾分低い。北部・中部山岳地帯の少数民族の
一部には無料化ないし補助措置がとられて
いる。また都市・農村各地域の内部でも地域
によりかなりのばらつきがある。これらの外
生的な地域間の費用の差によって教育費用
の効果が識別可能となる。高校・職業訓練学
校・大学については学費に加えて、教育サー
ビスの供給側の要因である出身家計からの
距離を費用要因として使う。これらの高等教
育段階においては出身家計から離れての通
学も多いが、多くの場合に就学費用を引き上
げるので、修学の費用の代理変数として有効
である。 

  修学選択関数の係数推定値を使い、教育の
費用と収益が変化についてシミュレーショ
ンを行う。費用については、義務教育段階に
おいては政策的な学費の低減ないし無料化
が、高等教育段階を含めた累積的費用を低減
することによって、その後の就学選択にいか
に影響するかについて予測を行う。 

[就業部門選択関数] 

  続いて、修学年数をはじめとする説明変数
によって就業部門就業部門選択関数を推定
する。定式化および推定は多項ロジットによ
る。農村家計出身者にとって修学後の選択肢
は、都市への移動と都市賃金部門、農村賃金
部門、それ以外に自営業部門がある。このと
き選択可能な部門は学校教育水準に影響さ
れる。都市賃金部門については職種：管理的
職種（生産労働に関する職種・サービスに関
する職種）についても、教育水準をはじめと
する要因が就業確率に与える影響を推定す
る。 

  修学年数の係数によって、各部門に参入す
る可能性が教育水準によってどのように影
響されるかが分かる。特に高校・職業訓練
校・大学を卒業することが就業地域・部門の
選択に与える影響がここでの焦点となる。推
定の当てはまりを確認した上で、(教育の費
用低減により)学校教育水準が変化した場合
に就業部門選択にどのように影響するかに
ついて counterfactual な予測値を導く。就
学選択、就業部門選択ともに、費用の変化と
教育水準の変化が就業部門選択に与える影



響を地域別・所得階層別にサマライズするこ
とで、所得階層間・地域間の経済格差に与え
る影響を明らかにする。 

この就業部門選択の推定では、同時に就業
部門についての自己選択修正項を導き、賃金
関数の推定に使用する。 

[賃金関数] 

本研究の目的は、学校教育へのアクセスが就
学選択就業部門選択を通じて所得配分にい
かに影響するかを明らかにすることであり、
最終段階として賃金関数を推定する。賃金関
数の推定は、標本の均一性を確保する必要か
ら労働市場ごとに標本を分割する。労働市場
を都市・農村に分割し、それ以外に農業を含
む自営業部門も都市・農村に分割した標本を
使って推定を行う。観察数が許す場合には、
男性労働者のみを標本に含めることも考え
る。 

  教育投資の自己選択バイアスに関しては
就学選択関数の推定結果から導出した自己
選択修正項によっても制御する。加えて、高
校・職業訓練校までの距離を、就学年数の操
作変数として利用する。1990 年代中期以降は
職業訓練校への需要が高まり、民間を中心と
して多くの学校建設が行われた時期である。
家計が学校へのアクセスを基準に地域間移
動するということがない限りにおいて、急速
な学校建設は賃金に対して外生的要因であ
る。つまり高校・職業訓練校までの距離は、
教育投資に直接影響を与えるが賃金には影
響せず、賃金関数の説明変数である教育投資
に関して有効な操作変数となり得る。 

[教育費政策の分配効果に関するシミュレー
ション] 

  教育投資と就業部門選択に関する以上の
分析を前提として、最後に、政策による教育
の費用低減、技術変化による教育の収益の上
昇が、所得分配にどのように影響するかを明
らかにする。教育の費用は、その教育投資へ
の影響、さらに教育投資が教育就業部門に与
える影響を通じて賃金に影響を与える。一方、
教育の収益の変化は同様に教育投資を通じ
て賃金に影響する一方、教育の収益そのもの
が直接に賃金と所得分配に影響を与える。 

  教育投資関数における教育の費用と収益
の変化に対する修学年数の counterfactual、
それを前提とした就業部門選択についての
counterfactual、賃金（所得）についての
counterfactual を、農村と都市の労働市場そ
れぞれについて導き、それぞれの労働市場に
ついて、その内部での所得分配に対する影響
を明らかにする。 

  教育の費用低減は教育投資と所得に対し

て増加方向に働くことはほぼ間違いないが、
主な関心はその効果の程度、および地域・所
得階層間での効果の大きさの違いである。一
方、教育の費用低減に要する財政費用は、低
減によって支払われなくなった受益者負担
の部分と、費用低減によって増加した就学者
のための財政支出との合計として算出でき
るから、分析により予測した便益(所得分配
の改善および貧困削減効果)とその政策の費
用とを比較し、そのような政策の有用性を評
価するための指標を導く。 

 
４．研究成果 
 

途上国において1)都市部を中心とした賃金雇

用部門における教育の収益上昇が、農村家計

の子供への教育投資にどのように影響するか

、また、2)教育水準が、修学後の就業地域と

就業部門選択を通じて、所得配分にどのよう

に影響するかについて、ベトナムの家計デー

タを用いた実証分析を行った。 

  この年度は、1)の教育の収益の推定のため

のパネルデータ作成を行った。農村から都市

へ移動した労働者の1992年から2006年までの

14年間のパネルデータによる分析から、農村

出身者が都市労働市場へ参入したときに直面

する教育の収益は、この期間の経済発展によ

って大幅に上昇したことが分かった。 

  農村家計についての教育投資関数の推定か

ら、教育投資は、この都市労働市場と、農村

非農業部門（賃金雇用部門）の教育の収益と

正の関係を持つことが分かった。農村家計が 

将来の就業部門における教育の収益を合理的

に勘案して教育投資を決めていることの左証

である。また、出身地域での修学水準が高い

ほど、修学後の都市へ移動し都市労働市場へ

参入する可能性が大きいことが分かった。 

教育の費用の面では、義務教育終了後の中
等教育段階（高校）への進学に対して家計の
所得水準が正の相関を持つことから、教育投
資に資金制約があることが分かった。この結
果は、初等教育段階から発生するかなりの教
育費用が累積的に家計を圧迫することによ
って、中等（高校）の進学に負の影響を与え
ていることを示唆しており、政策的な費用低
減が所得分配の改善に効果を持つであろう
という政策的含意を得た。 
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